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1.  平成24年6月期第1四半期の連結業績（平成23年7月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年6月期第1四半期 76 △71.6 △34 ― △37 ― △23 ―
23年6月期第1四半期 269 104.8 △36 ― △38 ― △40 ―

（注）包括利益 24年6月期第1四半期 △23百万円 （―％） 23年6月期第1四半期 △40百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年6月期第1四半期 △92.88 ―
23年6月期第1四半期 △155.80 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年6月期第1四半期 91 △66 △72.9 △257.50
23年6月期 114 △42 △37.0 △164.61
（参考） 自己資本   24年6月期第1四半期  △66百万円 23年6月期  △42百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
24年6月期 ―
24年6月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

3.  平成24年6月期の連結業績予想（平成23年7月1日～平成24年6月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 162 △64.1 △61 ― △62 ― △62 ― △242.36
通期 1,546 145.4 44 ― 42 ― △15 ― △61.33



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

なお、特定子会社以外の異動につきましては、以下の通りであります。 
除外  １社  ロータスコスメビュート株式会社 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断 する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算
短信（添付資料）2ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年6月期1Q 258,100 株 23年6月期 258,100 株
② 期末自己株式数 24年6月期1Q ― 株 23年6月期 ― 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年6月期1Q 258,100 株 23年6月期1Q 258,100 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、3月11日に発生した東日本大震災による甚大な被害から回復

の兆しが見え始めてきた折に、ギリシャのデフォルト懸念に端を発したユーロ圏の経済不安、アメリカの雇用や経

済の見通しの不透明さから円高が続き、史上最高値を更新し輸出型企業の業績へ深刻な悪影響を与えており今後予

断を許さない状況で推移しています。 

 このような状況の中、当社は引続き当社グループ全体として財務体質の強化、事業運営の改善を図ることに注力

して参りましたが、いまだ債務超過を解消するに至っておりません。 

  

 情報技術事業につきましては、新たな収益の柱とするべくタブレット型コンピュータ端末の販売を予定していま

したが、計画に遅れが生じ販売に至りませんでした。 

  

 コンサルティング事業につきましては、飲食業界に特化した財務改善コンサルティングを戦力事業として行って

おりましたが、当第１四半期連結累計期間におきましては、新規顧客の獲得にいたらず、利益を確保することがで

きませんでした。事業全体として、売上高－千円（前年同期 123,876千円）、営業損失－千円（前年同期 営業

損失13,461千円）となりました。 

  

 飲食事業につきましては、飲食店の店舗運営支援・パン及び菓子類の製造販売等を行うインストアベーカリーシ

ョップ15店舗の直接経営を継続して行ってまいりました。事業全体として、売上高76,675千円（前年同期比9.6％

減）、営業損失9,719千円（前年同期 営業損失859千円）となりました。なお、上記のインストアベーカリーショ

ップの経営については、連結子会社である株式会社ヴァンデージが、当社の取締役が代表をつとめる日産アセット

株式会社から、その経営を委託されております。 

  

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は76,675千円（前年同期比71.6％減）、営業損失は

34,860千円（前年同期 営業損失36,801千円）、経常損失は37,516千円となり（前年同期 経常損失38,161千

円）、四半期純損失は23,973千円（前年同期 四半期純損失 40,212千円）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末における資産、負債及び純資産の状態は以下のとおりです。 

①資産 

 当第１四半期末の流動資産は40,902千円（前連結会計年度末比27,238千円減）となりました。これは主とし

て、現金及び預金、商品及び製品、未収入金などが減少したことによるものであります。 

 固定資産は50,300千円（前連結会計年度末比3,723千円増）となりました。これは主として、長期貸付金、差

入保証金などが増加したことによるものです。 

 この結果、資産合計は91,203千円（前連結会計年度末比23,515千円減）となりました。 

②負債 

 当第１四半期末の流動負債は155,239千円（前連結会計年度末比1,941千円減）となりました。これは主とし

て、支払手形及び買掛金などが減少したことによるものです。 

 固定負債は2,399千円（前連結会計年度末比2,399千円増）となりました。これは、債務保証損失引当金が増加

したことによるものです。 

 この結果、負債合計は、157,639千円（前連結会計年度末比458千円増）となりました。 

③純資産 

 当第１四半期末の純資産合計は△66,435千円（前連結会計年度末比23,973千円減）となりました。これは、利

益剰余金が減少したことによるものです。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 連結業績予想につきましては、情報技術事業のタブレット型コンピュータ端末の販売計画に遅れが生じたことに

より、第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想を修正いたしました。 

 詳細につきましては、本日（平成23年11月14日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。 

１．当四半期決算に関する定性的情報
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（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

  特定子会社以外の異動 

   除外 １社  ロータスコスメビュート株式会社 

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。 

  

（４）追加情報 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

 当社グループは、平成19年6月期以降、前連結会計年度まで5期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上

し、営業キャッシュ・フローも5期連続してマイナスになっております。また、前期末より債務超過の状態にありま

す。当四半期連結会計期間においては34,860千円の営業損失、37,516千円の経常損失、23,973千円の四半期純損失を

計上しております。 

 これらの状況により、当社グループは、前連結会計年度から引き続いて、継続企業の前提に関する重要な疑義を生

じさせるような状況が存在しております。 

 当社は、当該状況を解決すべく、選択と集中の観点から以下のような事業の再編、再構築を推し進め、事業運営の

改善と財務体質の強化に注力し、安定収益を実現できる経営基盤の確立に取り組んでおります。 

「事業運営の改善」 

①飲食事業 

 飲食事業においては、店舗の運営（群馬県内を中心に展開するスーパーマーケットチェーンの店舗内で、パン及

び菓子類の製造販売等を行うインストアベーカリーショップ15店舗経営）により、継続して安定した収益を上げて

おりますが、さらに、複数の近隣店舗のキッチン共有化による人員削減及び生産効率の向上を図るなど、生産体制

の見直しによる粗利益率の改善を行うとともに販売においても売上増加につながる顧客満足度アップを目指し、新

商品の開発強化や従業員の再教育による品質向上に取り組んで参ります。 

②情報技術事業 

 情報技術事業においては、新たに業務提携したタブレット型コンピュータ端末の販売拡大を図り、積極的な営業

による取引先の拡大を実現し、全国展開を目指して参ります。 

③その他事業 

 その他事業においては、新規事業についても随時検討を行い、当社グループにとって有益であると判断する案件

については、積極的に取り組んで参ります。 

「財務体質の強化」 

 当社グループは、安定的経営のベースとなる財務基盤を早期に確保することが最重要課題であると認識しており

ます。また、当面の資金の安定化を図るため、当社の新たな株主等関係者から支援を受けることの合意ができてお

り、財務基盤の強化を進めて参ります。 

「当面の資金支援」 

 当社は、株主等関係者からの借入による資金的な支援と早期に第三者割当増資を実施して資本増強を図ることに

より、当社に対する支援を継続して受ける予定であります。 

「内部管理体制の構築」 

 会社組織の強化及び内部統制体制の整備を行い、組織の効率化を推進して参ります。 

  

 しかし、これらの対応策に関しては、計画通りに推移しない可能性があるため、現時点では継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要

な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等の概要
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,310 1,060

受取手形及び売掛金 37,329 32,016

商品及び製品 12,344 －

原材料及び貯蔵品 4,335 3,339

未収入金 5,359 1,972

その他 7,695 4,748

貸倒引当金 △2,233 △2,233

流動資産合計 68,141 40,902

固定資産   

有形固定資産 228 925

無形固定資産   

ソフトウエア 646 597

無形固定資産合計 646 597

投資その他の資産   

投資有価証券 29,815 27,540

長期貸付金 139,261 149,389

差入保証金 3,035 3,486

長期未収入金 18,161 21,906

固定化営業債権 8,036 9,378

貸倒引当金 △152,608 △162,922

投資その他の資産合計 45,702 48,778

固定資産合計 46,577 50,300

資産合計 114,718 91,203

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 41,204 30,327

短期借入金 25,950 28,750

未払金 46,264 51,333

未払費用 32,685 31,848

未払法人税等 2,316 3,600

その他 8,760 9,379

流動負債合計 157,181 155,239

固定負債   

債務保証損失引当金 － 2,399

固定負債合計 － 2,399

負債合計 157,181 157,639
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年６月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 832,668 832,668

資本剰余金 738,123 738,123

利益剰余金 △1,613,277 △1,637,251

株主資本合計 △42,486 △66,459

新株予約権 24 24

純資産合計 △42,462 △66,435

負債純資産合計 114,718 91,203
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 269,783 76,675

売上原価 208,809 74,325

売上総利益 60,973 2,350

販売費及び一般管理費 97,774 37,211

営業損失（△） △36,801 △34,860

営業外収益   

受取利息 28 3

預り保証金償却 168 －

その他 25 79

営業外収益合計 222 83

営業外費用   

支払利息 58 143

貸倒損失 － 320

持分法による投資損失 1,524 2,274

営業外費用合計 1,582 2,738

経常損失（△） △38,161 △37,516

特別利益   

固定資産売却益 138 －

子会社株式売却益 － 26,682

貸倒引当金戻入額 31 －

特別利益合計 170 26,682

特別損失   

貸倒引当金繰入額 － 10,127

前期損益修正損 16 －

債務保証損失引当金繰入額 － 2,399

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 1,170 －

特別損失合計 1,186 12,527

税金等調整前四半期純損失（△） △39,177 △23,360

法人税、住民税及び事業税 1,035 612

法人税等合計 1,035 612

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △40,212 △23,973

四半期純損失（△） △40,212 △23,973
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △40,212 △23,973

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 180 －

その他の包括利益合計 180 －

四半期包括利益 △40,031 △23,973

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △40,031 △23,973

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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 当社グループは、平成19年6月期以降、前連結会計年度まで5期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計

上し、営業キャッシュ・フローも5期連続してマイナスになっております。また、前期末より債務超過の状態にあ

ります。当第１四半期連結会計期間においては34,860千円の営業損失、37,516千円の経常損失、23,973千円の四半

期純損失を計上しております。 

 これらの状況により、当社グループは、前連結会計年度から引き続いて、継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。 

 当社は、当該状況を解決すべく、選択と集中の観点から以下のような事業の再編、再構築を推し進め、事業運営

の改善と財務体質の強化に注力し、安定収益を実現できる経営基盤の確立に取り組んでおります。 

「事業運営の改善」 

①飲食事業 

 飲食事業においては、店舗の運営（群馬県内を中心に展開するスーパーマーケットチェーンの店舗内で、パン

及び菓子類の製造販売等を行うインストアベーカリーショップ15店舗経営）により、継続して安定した収益を上

げておりますが、さらに、複数の近隣店舗のキッチン共有化による人員削減及び生産効率の向上を図るなど、生

産体制の見直しによる粗利益率の改善を行うとともに販売においても売上増加につながる顧客満足度アップを目

指し、新商品の開発強化や従業員の再教育による品質向上に取り組んで参ります。 

②情報技術事業 

 情報技術事業においては、新たに業務提携したタブレット型コンピュータ端末の販売拡大を図り、積極的な営

業による取引先の拡大を実現し、全国展開を目指して参ります。 

③その他事業 

 その他事業においては、新規事業についても随時検討を行い、当社グループにとって有益であると判断する案

件については、積極的に取り組んで参ります。 

「財務体質の強化」 

 当社グループは、安定的経営のベースとなる財務基盤を早期に確保することが最重要課題であると認識してお

ります。また、当面の資金の安定化を図るため、当社の新たな株主等関係者から支援を受けることの合意ができ

ており、財務基盤の強化を進めて参ります。 

「当面の資金支援」 

 当社は、株主等関係者からの借入による資金的な支援と早期に第三者割当増資を実施して資本増強を図ること

により、当社に対する支援を継続して受ける予定であります。 

「内部管理体制の構築」 

 会社組織の強化及び内部統制体制の整備を行い、組織の効率化を推進して参ります。 

  

 しかし、これらの対応策に関しては、計画通りに推移しない可能性があるため、現時点では継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このような重要

な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

（３）継続企業の前提に関する注記
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（セグメント情報） 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年7月1日 至 平成22年9月30日） 

１．各事業の主な内容 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

（４）セグメント情報等

事業区分  主要製品及び事業内容  

 情報技術事業 
ｗｅｂサイト制作・システム受託開発・携帯電話等を利用
したシステム開発 

 コンサルティング事業 
会計財務、資金調達および経営全般に関する支援・飲食店
の経営全般に関する支援 

 飲食事業 飲食店の店舗運営支援、飲食店の直接経営  

 コスメ事業 美容雑貨の企画、開発、販売  

  

報告セグメント

調整額 連結
情報技術 

事業 
コンサルテ
ィング事業 飲食事業 コスメ事業 計

売上高               

外部顧客への売上高  57,930  123,876  84,814  3,161  269,783  －  269,783

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 638  －  －  －  638  △638  －

計  58,569  123,876  84,814  3,161  270,422  △638  269,783

セグメント利益又は損失

(△) 
 19,267  △13,461  △859  △1,530  3,415  △40,216  △36,801

利益  金額 

報告セグメント計  3,415

セグメント間取引消去  7,488

全社費用（注）  △47,704

四半期連結損益計算書の営業損失

（△）  
△36,801
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年7月1日 至 平成23年9月30日） 

１．各事業の主な内容 

（注）前連結会計年度においてコスメ事業を営んでおりましたロータスコスメビュート株式会社を連結の範囲か

ら除外したことにより、報告セグメントからコスメ事業を除いております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

（注）１．情報技術事業につきましては、タブレット型コンピュータ端末の販売計画に遅れが生じ、販売に至っ

ておりません。 

２．コンサルティング事業につきましては、新規顧客の獲得に至っておりません。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

事業区分  主要製品及び事業内容 

 情報技術事業 タブレット型コンピュータ端末の企画、開発、販売 

 コンサルティング事業 飲食業界に特化したコンサルティング 

 飲食事業 飲食店の店舗運営支援、飲食店の直接経営  

  

報告セグメント

調整額 連結 
情報技術 
事業 

コンサルテ
ィング事業 飲食事業 計

売上高             

外部顧客への売上高  －  －  76,675  76,675  －  76,675

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  －  －  76,675  76,675  －  76,675

セグメント損失（△）  －  －  △9,719  △9,719  △25,141  △34,860

利益  金額 

報告セグメント計  △9,719

セグメント間取引消去  1,228

全社費用（注）  △26,369

四半期連結損益計算書の営業損失

（△） 
△34,860

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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